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４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

平成17年９月30日現在 

 銀行業 その他事業 合計 

従業員数(人) 
21,762
[8,336]

3,292
[428]

25,054 
[8,764]
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 [１] 

①発行体 UFJ Preferred Capital 1 Limited 

②発行証券 
 の種類 

シリーズＡ 
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(資産の査定) 

(参考) 

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に亳休.0年匐�･第132号)第６条X,咎�

L 8#�v鶏衙停吃ﾞ�

ﾘ ｶ 崎 I ﾁ → � t
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので

記載しておりません。 

 

３ 【対処すべき課題】 

ＭＵＦＧグループは、「グローバルな競争を勝ち抜く『世界屈指の総合金融グループ』を創造し、

お客さまに最高水準の商品・サ創�� i � n � ｭ 祢 ｡ � � ｬ ﾃ � 侔
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３ 【役員の状況】 

(1) 新任役員 

役名 職名 氏名 生年月日 略暦 
所有株式

数 

























ファイル名:080_a_0245500501712.doc 更新日時:2005/12/22 2:27 印刷日時:05/12/27 21:14 

― 64 ― 

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

















ファイル名:080_a_0245500501712.doc 更新日時:2005/12/22 2:27 印刷日時:05/12/27 21:14 

― 72 ― 

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平姓�N４�ﾎ１ﾉ?B�

(自 平姓逕N４�ﾎ１ﾉ?B�

(自 平姓�N４�ﾎ１ﾉ?B�
 礰�9�*�.y�h+h.假旧vｷ�

(磁�ﾈﾎ綜

は＞�驩ｿヘッジ＞�｠るい�

は金�スヨッιbﾌ特例��

取��凾ｩら生じる綬ｸﾇ及�
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前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※９ 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

  担保に供している資産 

特定取引資産  

508�N�U当ﾈ冷 

  担保資産ｙ�陌�ｷるﾜ+�� 

HHﾋｹ�讙£�  

径��N"YU当ﾈ冷 

敖�

ﾆ�2‥辜漂9l円"�
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  なお、破綻先とは破産、特別清算等法的・形式的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻
先とは実質的に経営破綻に陥っている発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが、今後経
営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を要する発行会社で
あります。また、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。 

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中
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(3) 株式関連取引(平成16年９月30日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 
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(6) クレジットデリバティブ取引(平成16年９月30日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 
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(4) 債券関連取引(平成17年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち１年
超のもの(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

債券先物  
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【海外経常収益】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 海外経常収益 66,596

Ⅱ 連結経常収益 1,061,505

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 6.2

 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 海外経常収益 119,605

Ⅱ 連結経常収益 965,883

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 12.4
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  認める額を計上しており

ます。 

  また、貸出条件緩和債

権等を有する債務者で与

信額が一定額以上の大口

債務者に対する債権、及

び破綻懸念先で与信額が

一定額以上の大口債務者

のうち債権の元本の回収

及び利息の受取りに係る

キャッシュ・フローを合

理的に見積もることがで

きる債権については、債

権の元本の回収及び利息

の受取りに係るキャッシ

ュ・フローを貸出条件緩

和実施前の約定利子率で

割引いた金額と債権の帳

簿価額との差額を貸倒引

当金とする方法（キャッ

シュ・フロー見積法）に

より引き当てておりま

す。 

  上記以外の債権につい

ては、過去の一定期間に

おける貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づ

き計上しております。ま

た、特定海外債権につい

ては、対象国の政治経済

情勢等に起因して生ずる

損失見込額を特定海外債

権引当勘定として計上し

ております。 

  すべての債権は、資産

の自己査定基準に基づ

き、営業関連部署が資産

査定を実施し、当該部署

から独立した資産監査部

署が査定結果を監査して

おり、その査定結果に基

づいて上記の引当を行っ

ております。 

  なお、破綻先及び実質

破綻先に対する担保・保

証付債権等については、

債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可

能と認められる額を控除

した残額を取立不能見込

額として債権額から直接

減額しており、その金額

は908,936百万円であり

ます。 

認める額を計上しており

ます。 

  また、貸出条件緩和債

権等を有する債務者で与

信額が一定額以上の大口

債務者に係る債権、及び

破綻懸念先で与信額が一

定額以上の大口債務者の

うち債権の元本の回収及

び利息の受取りに係るキ

ャッシュ・フローを合理

的に見積もることができ

る債権については、債権

の元本の回収及び利息の

受取りに係るキャッシ

ュ・フローを貸出条件緩

和実施前の約定利子率で

割引いた金額と債権の帳

簿価額との差額を貸倒引

当金とする方法（キャッ

シュ・フロー見積法）に

より引き当てておりま

す。 

  上記以外の債権につい

ては、過去の一定期間に

おける貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づ

き計上しております。ま

た、特定海外債権につい

ては、対象国の政治経済

情勢等に起因して生ずる

損失見込額を特定海外債

権引当勘定として計上し

ております。 

  すべての債権は、資産

の自己査定基準に基づ

き、営業関連部署が資産

査定を実施し、当該部署

から独立した資産監査部

署が査定結果を監査して

おり、その査定結果に基

づいて上記の引当を行っ

ております。 

  なお、破綻先及び実質

破綻先に対する担保・保

証付債権等については、

債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可

能と認められる額を控除

した残額を取立不能見込

額として債権額から直接

減額しており、その金額

は611,466百万円であり

ます。 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
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前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 
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前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※９ 当座貸越契約及び貸付金等に

係るコミットメントライン契約

は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であ

ります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、23,424,015百

万円であります。このうち原契

約期間が１年以内のもの又は任

意の時期に無条件で取消可能な

ものが20,943,376百万円ありま

す。 

   なお、これらの契約の多く

は、融資実行されずに終了する

ものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将

来のキャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、

当行が実行申し込みを受けた融

資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が

付けられております。また、契

約時にお�ﾅ���)H3み又諟算

も��決ｧ�。また、�

係るコミットメントライン契約

は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であ

ります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、23,424,01約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが20,943,376百万円� りま

す。 

   なお、これらの契約の多く

は、融資実行されずに終了する

ものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将

来のキャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、

当行が実行申し込みを受けた融

資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が

付けられております。また、契

約時にお�ﾅ���)H3み又諟算

も��決ｧ�。また、�

係るコミットメントライン契約

は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であ

ります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、6百��4,017万円でおます。このうち原契

約��、顧客年以内のもの又は任

意ぬの相当づ条件で取消可能な

も�
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 東京三菱銀行の資産、負債及び資本の状

況等 

貸借対照表(要約)(平成17年３月31日現在) 

（単位：百万円）
科目 金額 科目 金額 
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